
 

農業集落排水施設の維持管理費は、電気料金の占める割合が 23％程度と汚泥処理費（60％）に次

いで大きいこと（浮遊生物方式による汚水処理施設の場合）から、維持管理費の削減の観点から使

用電力量（電気料金）の削減が大きな課題となっております。また、我が国全体として低炭素社会

の実現に向けての取り組みや、省エネルギー（以下「省エネ」という。）の取り組みを推進してい

く必要があり、農業集落排水施設においても、より一層取り組みを推進していく必要があります。 

そこで、当センターでは、維持管理費の削減に向けて省エネの導入支援を行っています。 

 

（１）省エネ運転の導入支援 

センターでは、汚水処理施設の維持管理費（電気料金）の削減等に向けて、多額のイニシャルコ

ストの負担を伴わないソフト面の取り組みとして、流入量の変化などに応じて機器の運転時間や台

数の調整を行うなど、汚水処理施設の運転方法を標準的な設定から処理区の実態に応じた最適な設

定にする省エネ運転を導入するための支援を行う、省エネ運転の導入支援を実施しています。 

本支援は、省エネ運転の可能性を検討する「省エネ診断業務」とその結果を踏まえて具体的な省

エネ対策を検討する「省エネ検討業務」の二つがありますが、両業務を一業務として実施すること

も可能です。 

なお、本業務は、回分式活性汚泥方式、間欠ばっ気方式及びオキシデーションディッチ方式を対

象に実施いたします。それ以外の処理方式については、別途お問い合わせください。 
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省エネ診断・検討業務 

・ＪＡＲＵＳからお送りする調査票等に汚水処理施設の概要、運転状況等について既存資
料をもとに記入していただくとともに、処理施設平面図など関連資料をお送りいただき

ます。 

・ＪＡＲＵＳの技術者が現地に出張し、現地で機器の運転状況を確認した上で、運転方法

等について問題点やご要望を伺います。  
・主要機器に電力量計を設置し、データを２週間程度収集します。 

・電力量計による調査結果等から現状の運転状況を診断します。  
・運転方法の変更による省エネの可能性について取りまとめます。 

報告書をご覧いただき、運転方法を変更される場合は、「省エネ検討業務」

を用意しております。（両業務を１業務として実施することも可能です。） 

・省エネ診断結果を踏まえ、ＪＡＲＵＳの技術者が現地に出張し、具体的な省エネ運転方

法を提案し、ご意見を伺います。また、対策の試行についての具体的な内容や留意点等
について説明し、指導を行います。  

・対策の試行を行う機器に電力量計を設置します。 

・設置した電力量計でデータを１～２ヶ月間収集します。 
 
（・管理者で省エネ運転を試行いただきますが、その際、何か問題等があればご相談や現

地指導を行います。） 

・対策の試行結果を分析し、今後の省エネ運転の本格実施について検討を加え、結果を取

りまとめます。 

（・省エネ運転が本格実施された場合、ＪＡＲＵＳがご相談に応じます。） 

(JARUS 支援業務) 



 

（２）省エネ機器の導入支援 

  集落排水施設は、多くの機械・電気設備から構成されており、施設の運転によって多くの電気を

消費しています。一方で、機械・電気メーカーは昨今の省エネ化や二酸化炭素削減等の地球温暖化

対策に取り組む機運が高まりを受けて、さまざまな省エネ機器を開発しているところであり、セン

ターとしても一定の省エネ効果を確認しているところです。 
そこで、センターでは、施設管理者である市町村が集落排水施設の改築・更新整備等の際に、ど

のような省エネ機器の導入の可能であるか、又、どの程度の省エネ効果が見込めるかを処理方式ご

とに試算し、事業実施計画や実施設計での事前段階での基礎資料として提案する、省エネ機器の導

入支援を行っています。 
なお、本検討業務は省エネ効果が見込める可能性がある機器の提案をするものであり、その導入

による費用対効果、省エネ効果の保証や検証をするものではありません。 
 

≪業務フロー≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※担当：集落排水部開発普及班 

施設状況の把握 

省エネ機器の提案 

現地調査 

報告書の作成 

事業計画・設計段

階での詳細検討 

更新整備 

（省エネ機器導入） 

省
エ
ネ
検
討
業
務 

・ＪＡＲＵＳからお送りする調査票等に汚水処理施設及び管路施設の概要、運転状況等に
ついて既存資料をもとに記入していただくとともに、処理施設平面図など関連資料をお

送りいただきます。 

・ＪＡＲＵＳの技術者が現地に出張し、現地で機器の使用状況を確認した上で、導入機器
へのご要望等を伺います。 

・現地調査を踏まえ、具体的な省エネ機器の導入を提案します。また、対策の試行につい

ての具体的な内容や留意点等について説明します。 

・提案結果等をもとに、報告書として取りまとめます。 


